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研究成果の概要（和文）：本研究は、環太平洋地域の貿易自由化が、我が国の農業や関連産業に与える経済的影
響について、応用ミクロ経済学の手法を用いて定量的に明らかにした。外国産農産物に対する消費者評価に関す
る分析では、外国産米の試食実験にもとづき、国産米と比較したときの外国産米に対する消費者の支払意思額を
明らかにした。また、流通過程における不完全競争分析では、事業所レベルの個票データを用い、2001年以降に
我が国の食品産業が寡占化していることを示した。さらに、TPP協定の影響に関する分析では、既存研究の仮定
やモデルについて詳細に検討した上で様々なシミュレーション分析を行い、我が国の将来像に対する新たな可能
性を指摘した。

研究成果の概要（英文）：This study quantitatively analyzed the effect of trade liberalization in the
 trans-pacific region on Japanese industries including agriculture using applied microeconomic 
methods. In the analysis of consumers' evaluation for foreign agricultural products, by implementing
 taste experiments of foreign rice varieties, we estimated Japanese consumers' willingness-to-pay 
for them compared to that for a domestic rice variety. Regarding the analysis of imperfect 
competition in foodsystems, we showed that the Japanese food industry has become oligopolistic since
 2011 using establishment-level microdata. We also analyzed the effect of the trans-pacific 
partnership (TPP) agreement. After carefully considering assumptions and the models in previous 
simulation analyses about the effects of free trade agreements on Japanese economy, we conducted 
simulation analyses about the effect of the TPP agreement and showed possible future outcomes in the
 Japanese economy.
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１．研究開始当初の背景 
 
世界貿易機関（WTO）のドーハ・ラウンド

交渉の膠着状態が続き、2 国間や地域的な自
由貿易協定（FTA）、経済連携協定（EPA）
の締結が推進される中で、貿易自由化に関す
る議論は従来からさかんに行われてきた。
2013 年 3 月の政府による環太平洋パートナ
ーシップ（TPP）協定交渉への参加表明を機
に、議論が活発化・具体化してきていた。そ
れとともに、関税削減・撤廃による社会経済
的影響に関して国民的議論が喚起されてき
たが、その多くは必ずしも科学的な分析をも
とに行われているものではなかった。また、
政府や中央省庁が提示する TPP の影響に関
する試算も、それぞれ前提や結論が異なり、
その前提も非現実的なものが多いとの指摘
もみられた。さらに、学術研究においても、
TPP の社会経済的効果に関する分析は不十
分であり、政策決定や国民的議論に有益な資
料を提供できないでいた。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、我が国の主要貿易相手国・地域

が含まれるアジア太平洋地域および両アメ
リカ大陸太平洋岸諸国からなる環太平洋地
域の貿易自由化が、我が国の農業や関連産業
の生産、雇用、社会厚生等をどのように変化
させるかについて、関連するミクロ経済分析
により定量的に明らかにすることを目的と
した。 
 
３．研究の方法 
 
上記の目的を達成するため、本研究では以

下の小課題を設定し、それぞれについて研究
を推進した。 
 
（1）輸入増加が見込まれる外国産農産物に
対する消費者評価 
国産農産物と比較したときの外国産農産

物の消費者評価について、試食実験にもとづ
き、支払意思額を推計する。 
 
（2）流通過程における不完全競争分析 
従来の完全競争を前提としたモデルの有

効性を確認するため、実証的産業組織論の手
法を用い、農産物および食品の流通過程にお
ける不完全競争の程度を明らかにする。 
 
（3）TPP 協定が我が国の農業に与える影響に
関するシミュレーション分析 
従来の政府試算やシミュレーション分析

における仮定やモデルについて詳細に検討
し、応用一般均衡分析を含む様々なモデルを
用い、TPP 協定が我が国の農業に与える影響
について、シミュレーション分析を行う。 
 
４．研究成果 

 
各小課題の主な研究成果の概要は、次の通

りである。 
 
（1）外国産農産物に対する消費者評価 
TPP 協定により輸入量の増大が見込まれ、

その影響が大きいと考えられる米を対象と
し、試食を伴う離散選択実験を行った。離散
選択モデルの推計結果から、豪州産の短粒種
や米国産の代表的な中粒種であるカルロー
ズは、試食がない場合の消費者の金銭評価
（支払意思額）は低いものの、試食機会が得
られた場合には支払意思額が高くなること
が示された。 
 
（2）不完全競争分析 
 我が国の食品産業を対象に、事業所レベル
の個票データを用いて産業集中度を明らか
にした分析では、2001 年以降、我が国の食品
産業は寡占化する傾向が示されたほか、金額
ベースと数量ベースで無視できない集中度
指標の差が生じることを指摘した。 
 
（3）TPP 協定が我が国の農業に与える影響に
関するシミュレーション分析 
動学的応用一般均衡モデルを用いたシミ

ュレーション分析の結果からは、労働移動が
完全な場合、TPP には農家所得を押し上げる
効果がある一方で、労働移動が不完全な場合、
TPP には生乳農家や肉牛農家の所得を押し下
げる効果があることが示された。また、様々
な状況を想定したシミュレーション分析の
結果から、既存研究にはみられない我が国の
将来像に対する新たな可能性が指摘された。 
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